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・会社の支配に関する基本方針	 ・・・６頁

■連結計算書類

・連結株主資本等変動計算書	 ・・・８頁

・連結注記表	 ・・・９頁

■計算書類

・株主資本等変動計算書	 ・・・20頁

・個別注記表	 ・・・21頁

第150回定時株主総会招集ご通知の添付書類のうち、上記の事項につきましては、法令

および当社定款第17条の規定に基づき、インターネットの当社ウェブサイトに掲載する

ことにより株主の皆様に提供しております。
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取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

その他業務の適正を確保するための体制ならびに当該体制の運用状況

1.　業務の適正を確保するための体制
　当社における業務の適正を確保するための体制についての決定内容は以下のとおりです。

　(1)  取締役の職務の執行および執行役員・使用人の業務の執行が法令および定款に適合することを確保する
ための体制

①　取締役会は、社外取締役複数名を含む構成とする。
②　執行役員制を採用し、取締役の職務と業務執行に関する職務権限とを明確に区分する。
③　内部監査部門を置き、執行役員の業務執行状況を監査する。
④　 監査役は、執行役員の業務執行状況および取締役会による執行役員の業務執行監督状況ならびに内部

監査部門が行う監査状況を監査する。
⑤　 取締役会が設置するサステナビリティ委員会は、当社らしいＣＳＶ（社会との共有価値の創造）を軸

とした事業活動の実践により、当社グループの持続的な成長と社会の持続的な発展（サステナビリテ
ィ）を実現するための基本方針の立案および重要課題の審議を行う。

⑥　 取締役会が設置する企業倫理委員会は、グループ全体の企業倫理に対する取組みの統括管理を行い、
必要に応じ顧問弁護士等との連携を図る。

⑦　取締役が遵守すべきコンプライアンスの基本、違反に対する懲罰等を取締役倫理規程に定める。
⑧　 経営理念およびコアプロミスに基づく「日清オイリオグループ行動規範」を制定し、グループ全体へ

の浸透を図る。
⑨　 当社グループの取締役・執行役員・使用人は、反社会的な勢力に対して屈することなく毅然とした態

度で臨む。
⑩　 企業倫理ホットラインを設置し、子会社も対象として通報を受け付け、提供された通報については企

業倫理委員会で審議し、再発防止を図る。
⑪　 事業年度ごとにコンプライアンス・プログラムを策定し、これに基づき法務部門がグループ全体への

コンプライアンス浸透のための施策を行う。

　(2) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　 当社グループのリスクマネジメントは、取締役会が設置するリスクマネジメント委員会が主管する。

同委員会ではリスクの棚卸をしてリスクマップを作成し、重要なリスクに対する担当部門等を特定す
る。

②　 当社グループは、重要なリスクに対するＰＤＣＡサイクル（計画：Plan、実行：Do、評価：Check、改
善：Act）によるリスクマネジメントを実施する。

③　 リスクマネジメント委員会は、リスクが顕在化した場合の緊急体制を整備し、危機対応を図る。
④　 設備投資、Ｍ＆Ａおよび事業再編などの重要な投融資案件については、子会社に関する案件も含め、

投融資規程に基づき取締役会が設置する投融資委員会に諮り、審議する。
⑤　 当社グループは、経理規程、与信管理規程、情報セキュリティ管理規程等の諸規程の今日的な見直し

を恒常的に行い、必要に応じ改定または新たな規程の整備を行う。
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⑥　内部監査部門は、業務における諸規程の遵守状況を監査する。
⑦　 係争または係争に発展するリスクの高い事象が発生した場合、部門長および子会社の代表者は経営企

画部門等の管理部門、主管部門等に対して、速やかに報告を行う責任を負う。

　(3) 取締役の職務の執行および執行役員の業務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　 執行役員制を採用し、取締役が重要案件について議論を活性化し、迅速かつ機動的な意思決定を可能

とする体制とする。
②　 執行役員会は執行役員会運営規程に従い、取締役会から委譲された権限範囲内の重要案件に係る意思

決定、および業務執行状況の報告ならびに確認を行う。
③　 社長の意思決定支援機関として経営会議を設置する。
④　 取締役会および執行役員会は、取締役の職務執行および執行役員の業務執行の効率性を高めるため

に、各種審議委員会等を設置する。
⑤　 各事業年度のグループ経営計画において、各部門および各子会社ごとに目標および予算配分等を定め

る。
⑥　 各部門および各子会社を担当する執行役員は、当社グループの経営計画を構成する各部門および各子

会社の目標を達成する責任を負う。
⑦　 経営企画部門および財務部門は、当社グループの経営計画および損益計画の進捗管理のための管理シ

ステムを構築し、適時改善を図る。
⑧　 当社グループは、取締役会規程などの社内規程に基づく意思決定および職務権限のルールにより、適

正かつ効率的に職務の執行を行う。

　(4) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
①　 取締役会の構成員が相互に職務執行状況の確認ができる体制を確保するという視点から、取締役会規

程・同運用基準、文書管理規程等の見直しおよび整備を行う。
②　 電磁的方法を積極的に利用し、社外取締役および社外監査役による情報の収集における利便性の向上

を図る。

　(5) 財務報告の適正性を確保するための体制
①　 信頼性のある財務報告を重視し、「財務報告に係る内部統制規程」に基づき、内部統制の整備、運用、

評価、改善を継続的に行う。

　(6)  子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制その他当社グループにおける業務
の適正を確保するための体制

①　 当社が子会社に対し行う管理、指導、育成の基本事項は、関係会社管理規程に定める。同規程に定め
るところに従い、当社は、子会社に対して営業成績、財務状況その他の重要な情報について、定期的
な報告をさせるものとする。子会社において、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項、または
法令違反等のコンプライアンス関連事態が発生した場合には、子会社の取締役、監査役および使用人
は、当該子会社を担当する執行役員に速やかに報告を行う。

②　 当社は、子会社全体の管理を行う担当部門を置き、企業集団としての戦略と子会社運営の適正性を総
合的に評価する。
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③　 当社の執行役員の中から子会社ごとに担当役員を任命し、経営の責任体制を明確にする。担当役員は
子会社の適正な業務遂行を指導する。

④　 子会社の非常勤取締役を親会社から選任する。非常勤取締役は、子会社の独立企業としての発展と連
結経営における企業価値の最大化を共に実現すべく、業務執行状況を監督する。

⑤　当社の内部監査部門は定期的に子会社の内部監査を実施する。
⑥　 国内の子会社については親会社から非常勤監査役を選任し、当該子会社が監査範囲の限定が可能な場

合においても、業務監査権限を付与する。
⑦　 海外子会社の会計監査を原則として当社会計監査人が所属する監査法人グループの現地監査人に委嘱

することとし、具体的な取扱いはガイドラインに定める。

　(7)  監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、当該
使用人の取締役からの独立性に関する事項および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

①　 監査役の職務の補助は、内部監査部門との緊密な連携をもって対応することを基本方針とし、内部監
査部門の充実に必要な措置を適宜講ずる。

②　 前号にかかわらず、なお当該使用人が必要となる場合にはこれを配置し、人事異動、人事考課等につ
いて取締役および執行役員からの独立性の確保に配慮する。

③　 監査役の職務の補助を兼任で行う者は、監査役から指揮命令を受けた場合、特段の理由がない限りは
これを優先させなければならない。

　(8) 監査役への報告に関する体制
①　監査役は、経営上の重要な会議へ出席し、また重要な意思決定に係る文書を閲覧することができる。
②　 会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項、または法令違反等のコンプライアンス関連事態が発生

した場合には、取締役、執行役員および使用人は監査役に対し報告をすることとする。
③　 子会社において前号の事態が発生した場合、当該子会社を担当する執行役員は監査役に対し速やかに

報告を行う。
④　 子会社の取締役および使用人においても、当社監査役から業務執行に関する事項について報告を求め

られたときは、速やかに適切な報告を行う。
⑤　企業倫理ホットラインの担当部門は、通報の内容につき、監査役に対し報告を行う。

　(9)  前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための
体制

①　 当社グループの監査役へ報告を行った当社グループの取締役、執行役員および使用人に対し、当該報
告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの取締役、執行
役員および使用人に周知徹底する。

　(10) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続きその他の当該職務の執行について
生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

①　 監査役がその職務の執行について、会社法に規定される費用の前払い等の請求をした場合には、当該
請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やか
に当該費用または債務を処理する。

②　監査役の職務の執行について生ずる費用について、毎年、監査計画に応じた予算を設ける。
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　(11)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　 経営企画部門等の管理部門が監査役監査に協力すること、取締役、執行役員および重要な使用人は監

査役からの質疑等に対し速やかに回答することを規定する。
②　取締役社長は、監査役および会計監査人それぞれと定期的に意見交換会を開催する。

2.　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　 当事業年度の業務の適正を確保するための体制については、以下の内容をはじめ、上記の決定内容に沿

った運用を行っております。
　(1)  取締役の職務の執行および執行役員・使用人の業務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制
・ サステナビリティ委員会において、「日清オイリオグループビジョン2030」におけるＣＳＶ目標の進捗
状況のモニタリングをするとともに、気候関連財務情報開示タスクフォース（ＴＣＦＤ）提言への対応、「日
清オイリオグループ人権方針（制定案）」および「日清オイリオグループ行動規範（改訂案）」などを審
議しました。

・ 当社では、企業倫理月間と定めた毎年10月に、当社グループの役員・従業員を対象に企業倫理講演会を
開催しております。また、当社グループの国内従業員等を対象に「コンプライアンス・チャレンジ」（ク
イズ形式：選択肢から回答）を実施することなどにより、行動規範のグループ内への浸透およびコンプ
ライアンス推進を図っております。

・ 企業倫理ホットラインについては、社内窓口および社外窓口を設け、匿名での情報提供を可能として運
用しております。

・ 当社法務部門は、当社グループの法令遵守状況の確認を行うとともに、法務教育を実施しております。
・ 新任社内取締役に取締役の義務・責任等に関する教育研修を実施しております。

　(2) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・ 新型コロナウイルス感染症に対し、対策本部を設置し、危機管理体制のなかで事業運営をしておりま

す。
・ リスクマネジメント委員会において、当事業年度の取組みにおける評価を実施いたしました。
・ ＢＣＰ（事業継続計画）を随時見直すとともに、主要拠点において発動を想定した訓練を実施しており

ます。
・ 投融資の運用について、経営戦略との整合性、資本コストを踏まえた投資採算性、中長期的な投資戦
略、事業の継続性などの観点で改善することを目的に投融資規程を改訂し、運用の見直しを行いまし
た。

　(3) 取締役の職務の執行および執行役員の業務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・ 2021年度から2024年度までの４年間を対象とした中期経営計画「Value Up +」のもと、“植物のチカラ®”
を価値創造の原点に社会との多様な共有価値の創造を通じて、持続的な成長を目指しております。

・ 当社グループの中期経営計画の達成に向け、毎月開催される執行役員会において、経営計画の進捗管理
を行っております。
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　(4) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
・ 取締役会、執行役員会ならびに取締役会の諮問委員会および取締役会が設置する審議委員会などの議事
録を法令および社内規程等に基づき保存しており、取締役会の構成員がこれらを閲覧できる体制をとっ
ております。

・ 社外取締役および社外監査役に対しても、社内取締役および執行役員と同様の社内イントラネットを提
供しており、情報共有する体制を運用しております。

　(5) 財務報告の適正性を確保するための体制
・ 内部統制委員会の運営を通して内部統制システムの強化・改善を継続的に実施しております。また、内

部統制システムの運用評価を内部監査室が実施しております。

　(6)  子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制その他当社グループにおける業務
の適正を確保するための体制

・ 関係会社管理規程に定めるところにより、各子会社から営業成績、財務状況その他の重要な情報につい
て定期的に報告を受け、四半期ごとに執行役員会に報告しております。

・ 内部監査室は、年度計画に基づき子会社の監査を実施し、業務の適正が確保されていることを確認して
おります。

　(7) 監査役への報告に関する体制
・ 常勤監査役が執行役員会へ出席するとともに、経営会議およびリスクマネジメント委員会にオブザー
バー出席することなどにより、内部統制に関する状況の把握を可能にしております。

　(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・ 監査役は、取締役社長と四半期ごとに、会計監査人および内部監査室とは四半期に一度以上、意見交換
会を実施しており、監査の実効性を高めております。
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会社の支配に関する基本方針

1.　基本方針の内容
　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の経営理念、企業価値を生み出す源
泉、あらゆるステークホルダーとの信頼関係などを十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様
共同の利益を持続的に確保し、向上させる者でなければならないと考えております。
　上場会社である以上、当社株式の大規模買付行為に対し、売却を行うか否かの判断や会社の経営を委
ねることの是非に関する判断は、最終的には個々の株主の皆様に委ねられるべきものであります。しか
しながら、株式の大規模買付行為の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主の皆様共同の利
益を損なうことが明白であるもの、買収に応じることを株主に強要するおそれがあるものなど、当社グ
ループの企業価値ひいては株主の皆様共同の利益が毀損されるおそれのあるものも想定されるため、株
主の皆様が十分な情報を得たうえで判断をされることが必要と考えております。

2.　具体的取組みの内容の概要
　(1) 企業価値・株主の皆様共同の利益の確保・向上に向けた取組み

　当社は、当社の企業価値の源泉が、食品からファインケミカルまでの幅広い事業を通じて得た広範な
知識と豊富な経験、蓄積された高い技術力、株主の皆様をはじめとするあらゆるステークホルダーから
の信頼とご支援など、1907年の創立以来110年以上の永きに亘って培ってきた経営資源に存すると考えて
おります。
　この経営資源に基づき、当社グループは中長期的な視野に立ち、企業収益及び企業の社会的価値の向
上を目指し、総合的に企業価値を高め、株主の皆様の期待にお応えできるよう努めてまいります。
　「日清オイリオグループビジョン2030」（以下「ビジョン2030」といいます）では、2030年に目指す姿
を「私たちは、“植物のチカラ®”と“油脂をさらに究めた強み”で、食の新たな機能を生み出すプラッ
トフォームの役割を担います。そして多様な価値を創造し、“生きるエネルギー”をすべての人にお届け
する企業グループになります」とし、戦略の基本方針を「これまでより『もっとお客さまの近く』でビ
ジネスを展開する」と定めております。この「ビジョン2030」のもと、注力する重点領域における課題
解決を通じた社会との多様な共有価値の創造（ＣＳＶ）を成長のドライバーとし、持続可能な社会「サ
ステナビリティ」の実現に今まで以上に貢献してまいります。
　また、2021年度から2024年度までの中期経営計画「Value Up +」では、ＣＳＶを成長ドライバーに、マー
ケティング、テクノロジー、グローバリゼーションを追求のうえ成長戦略を加速し、「ビジョン2030」で
目指す姿の実現に向け、企業価値の向上に努めてまいります。

　(2) 不適切な者によって支配されることを防止する取組み
　当社は、当社株式の大規模買付行為を行う者の意向を慎重に確認したうえで、当該大規模買付行為の
是非を株主の皆様に適切に判断していただくために必要かつ十分な情報（独立社外取締役の意見を尊重
した当社取締役会の意見を含みます）を提供し、検討のための時間を確保するよう努める等、金融商品
取引法、会社法及びその他関係法令の許容する範囲内において、適切な措置を講じてまいります。
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3.　具体的取組みに対する取締役会の判断及びその判断に係わる理由
　前記の具体的取組みの内容は、当社の企業価値ひいては株主の皆様共同の利益を継続的かつ持続的に
向上させるものであり、また当社役員の地位の維持を目的とするものではないことから、いずれも前記
の基本方針に沿うものと判断しております。
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連結株主資本等変動計算書
（2021年４月１日から
　2022年３月31日まで）

（単位：百万円）

株　主　資　本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 16,332 22,849 106,318 △ 7,081 138,418

会計方針の変更による累積的影響額 10 10

会計方針の変更を反映した当期首残高 16,332 22,849 106,329 △ 7,081 138,429

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 2,759 △ 2,759

親会社株主に帰属する当期純利益 8,595 8,595

自 己 株 式 の 取 得 △ 3 △ 3

自 己 株 式 の 処 分 △ 2 20 18

自 己 株 式 の 消 却 △ 1,179 △ 1,812 2,992 －

連結子会社株式の取得による
持 分 の 増 減

△ 4 △ 4

連結子会社の決算期変更に伴う変動 29 29

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連結会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － △ 1,183 4,050 3,009 5,876

当 期 末 残 高 16,332 21,665 110,379 △ 4,071 144,305

その他の包括利益累計額
非支配株主 

持分
純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ　  　
損益

為替換算 
調整勘定

退職給付に 
係る 

調整累計額

その他の 
包括利益 
累計額合計

当 期 首 残 高 8,670 662 △ 1,555 △ 643 7,133 7,707 153,259

会計方針の変更による累積的影響額 10

会計方針の変更を反映した当期首残高 8,670 662 △ 1,555 △ 643 7,133 7,707 153,270

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 2,759

親会社株主に帰属する当期純利益 8,595

自 己 株 式 の 取 得 △ 3

自 己 株 式 の 処 分 18

自 己 株 式 の 消 却 －

連結子会社株式の取得による
持 分 の 増 減

△ 4

連結子会社の決算期変更に伴う変動 29

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連結会計年度中の変動額（純額）

44 1,903 3,198 △ 359 4,785 381 5,167

連結会計年度中の変動額合計 44 1,903 3,198 △ 359 4,785 381 11,043

当 期 末 残 高 8,715 2,565 1,642 △ 1,003 11,919 8,088 164,314
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連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
　1.　連結の範囲に関する事項

子会社24社のうち、19社を連結の範囲に含めております。
なお、当社は2022年３月にもぎ豆腐店㈱の全株式を売却いたしました。これに伴い、同社を連結の範囲から除外
しております。
主要な連結子会社は次のとおりであります。

セッツ㈱、日清商事㈱、日清物流㈱、大東カカオ㈱、日清奥利友（中国）投資有限公司、
Intercontinental Specialty Fats Sdn. Bhd.、PT Indoagri Daitocacao

非連結子会社５社の総資産、売上高、純損益および利益剰余金等の持分に見合う額の合計額は、いずれも連結計
算書類に及ぼす影響が軽微であるため、連結の範囲から除外しております。

　2.　持分法の適用に関する事項
非連結子会社５社および関連会社13社のうち６社に対する投資について、持分法を適用しております。なお、当
連結会計年度中の増減はありません。
主要な持分法適用関連会社は次のとおりであります。

㈱ピエトロ、和弘食品㈱、幸商事㈱、中糧日清（大連）有限公司
非連結子会社５社および関連会社７社の純損益および利益剰余金等の持分に見合う額の合計額は、いずれも連結
計算書類に及ぼす影響が軽微であるため、持分法の範囲から除外しております。

　3.　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、Intercontinental Specialty Fats Sdｎ. Bhd.の決算日は12月31日であります。
連結計算書類の作成にあたり、決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引は連結決
算上必要な調整を行っております。
なお、当連結会計年度より、Industrial Quimica Lasem, S.A.U.、T. & C. Manufacturing Co., Pte. Ltd.、および
Intercontinental Specialty Fats (Italy) S.r.l.は決算日を12月31日から３月31日に変更しております。また、
上海日清油脂有限公司、日清奥利友（中国）投資有限公司、Intercontinental Specialty Fats (Shanghai) Co., 
Ltd.、および日清奥利友（上海）国際貿易有限公司については決算日が12月31日ではありますが、連結決算日で
ある３月31日に仮決算を行い連結する方法に変更しております。これらの変更により当該子会社の2021年１月１
日から2021年３月31日までの３ヵ月分の損益については、利益剰余金の増加29百万円として連結しております。

　4.　会計方針に関する事項
　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
　　その他有価証券
　　　市場価格のあるもの…………………………………決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

　　　市場価格のないもの…………………………………移動平均法による原価法
②　デリバティブ……………………………………………時価法
③　棚卸資産
　　製品………………………………………………………主として総平均法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
　　原材料……………………………………………………主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
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　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　 有形固定資産（リース資産、使用権資産を除く）…定額法

主な耐用年数は、建物及び構築物が５～50年、機械装置及び運搬具が４～16年
②　無形固定資産（リース資産を除く）…………………定額法

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
③　リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
……………………………………………………………自己保有の固定資産に適用する減価償却方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
……………………………………………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

④　使用権資産………………………………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
　(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　役員賞与引当金
当社および国内連結子会社は、各社の役員の賞与の支出に備えて当連結会計年度末における支給見込額に基づ
き計上しております。

③　役員退職慰労引当金
国内連結子会社は、各社の役員の退職慰労金の支出に備えて各社の支給内規に基づき当連結会計年度末におけ
る要支給額を計上しております。

④　株式給付引当金
当社は、株式交付規程に基づく役員への当社株式の給付等に備えて当連結会計年度末における株式給付債務の
見込額に基づき計上しております。

　(4) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま
す。
なお、在外子会社等の資産および負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益および費用につい
ては期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および非支配株主持
分に含めております。

　(5) 重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処
理を採用し、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　 〈ヘッジ手段〉 〈ヘッジ対象〉
　　為替予約取引………………………外貨建売上債権・仕入債務および外貨建予定売上取引・仕入取引
　　商品先物取引………………………外貨建予定売上取引・仕入取引
　　通貨オプション取引………………外貨建仕入債務・外貨建予定仕入取引
　　通貨金利スワップ…………………外貨建貸付金又は借入金の元本および利息
③　ヘッジ方針

当社グループでは、デリバティブ・商品先物取引等管理規程等に基づき、通常の事業活動における輸出入取引
等に係る為替変動リスク、原料価格の相場変動リスクおよび借入金の金利変動リスクについて、必要な範囲内
でヘッジすることを方針としております。

④　ヘッジの有効性評価の方法
主としてヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の
相場変動の累計とを比較し、ヘッジ対象とヘッジ手段との間に高い相関関係が認められるかにより有効性を評
価しております。
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　(6) 収益の計上基準
以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。
ステップ５：履行義務の充足時に収益を認識する。
当社グループの顧客との契約から生じる収益は、主に油脂事業、加工食品・素材事業、ファインケミカル事業
における商品又は製品の販売によるものであり、当社グループは顧客との販売契約に基づき受注した商品又は
製品を引き渡す義務を負っております。
販売からの収益は、引渡時点において当該商品又は製品に対する支配が顧客に移転し、当社グループの履行義
務が充足されると判断しております。
これらの商品又は製品の販売による収益は、顧客との契約において約束された対価から、消費税等の税金を控
除した金額で測定しております。
また、取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおり
ません。
販売促進費等の顧客に支払う対価については、その内容が顧客からの別個の財又はサービスに対する支払いで
はない場合は、取引価格からその対価を控除し、収益を測定することとしております。
これら商品又は製品のうち国内の販売においては、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める
代替的な取扱いを適用し、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間
である場合には、出荷時点に収益を認識しております。

　(7) のれんの償却方法及び償却期間
のれんは、その効果の発現する期間にわたり均等償却しております。

　(8) 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債および資産は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づ
き、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（発生各年度における従業員
の平均残存勤務年数）による定額法により費用処理しております。数理計算上の差異は、発生の翌連結会計年
度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職
給付に係る調整累計額に計上しております。
なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合
要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　(9) 繰延資産の処理方法
社債発行費…………………………………………………………………………社債償還までの期間にわたる定額法
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会計方針の変更に関する注記
　（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準」といいます。）
等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は
サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
当社グループにおいて、商品又は製品の国内の販売においては「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98
項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が
通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
収益認識会計基準等の適用により、従来は販売費及び一般管理費における販売促進費として計上していた取引
において、当社グループが顧客に対して支払いを行っている場合で、顧客に支払われる対価が顧客からの別個
の財又はサービスに対する支払いではない場合については、取引価格からその対価を控除し、収益を測定する
こととしております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って
おり、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度
の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
この結果、当連結会計年度の売上高が56億95百万円減少しております。また、当連結会計年度において、連結
計算書類の損益および利益剰余金に与える影響は軽微であります。

　（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下、「時価算定会計基準」といいます。）
等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項および「金融商品に関する会計基準」（企業
会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め
る新たな会計方針を、将来にわたって適用しております。なお、これによる連結計算書類への影響はありませ
ん。
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追加情報
　（役員向け株式報酬制度）

当社は2018年５月９日開催の取締役会決議に基づき、2018年８月より、当社の取締役（社外取締役を除きます。）
および執行役員（以下、「取締役等」といいます。）に対して、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献
する意識を高めることを目的として、株式報酬制度を導入しております。
(1)取引の概要

当社が設定する信託（以下、「本信託」といいます。）に金銭を信託し、本信託において当社普通株式（以下、
「当社株式」といいます。）の取得を行い、取締役等に対して、当社取締役会が定める株式交付規程に従っ
て付与されるポイント数に応じ、当社株式が本信託を通じて交付される株式報酬制度です。なお、取締役
等が当該株式の交付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時となります。

(2)信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除きます。）により、純資産の部
に自己株式として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額および株式数は、
162百万円および52千株であります。

　（新型コロナウイルスの感染拡大の影響について）
2022年３月期決算においては、世界各国にて新型コロナウイルス感染症（以下、「本感染症」といいます。）の
感染抑制と経済活動再開の両立に向けた取り組みが進められたものの、外食業・観光業をはじめとした需要回
復の動きは鈍く、更に本感染症に伴う供給網の混乱や労働力不足等、年間を通じてさまざまな側面に影響を及
ぼしました。
国内食用植物油市場（2021年４月～2022年３月）については、公益財団法人日本油脂検査協会による食用植物
油脂のJAS格付数量によると、家庭用は前期からの反動減等により10％程度減少したものの、前期に減少した
業務用・加工用がそれぞれ４％、２％程度回復したことで、市場全体としては前期並となりました。
当社グループへの影響といたしましては、国内の業務用（油脂）における販売回復の勢いは鈍く、また、ホー
ムユース（油脂）においても前期の巣ごもり需要の反動減等により、販売が減少しました。一方で、原材料価
格高騰にあわせた販売価格の改定や付加価値品の拡販等により、当連結会計年度の売上高は前期を上回りまし
た。利益面では段階的な販売価格の改定を実現したものの、原材料価格高騰の影響が大きく、当連結会計年度
の営業利益は前期を下回りました。
今後については、本感染症による影響は引き続き残るものの、世界各国でワクチン接種が進み、更に治療薬の
開発・承認が進むなど、景気は緩やかな回復基調が進み、感染の一時的な再拡大はあっても小規模にとどまる
ことで、本感染症の影響も徐々に沈静化していくものと想定しております。ただし、より強い毒性や感染力を
持つ変異種が発生した場合やそれに伴うロックダウン、緊急事態宣言が再発出された場合には、当社グループ
の業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があると考えております。
上記を踏まえ、現時点では、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りに重要な影響を及ぼす可能性は低
いと判断しております。

　（ロシア・ウクライナ情勢による当社グループへの影響について）
当社グループは、ロシアおよびウクライナに製造・販売拠点を有しておりませんが、情勢悪化による穀物の供
給不安およびサプライチェーン（供給網）混乱の長期化懸念により、原料価格が高騰・高止まりするものと想
定しております。また、生産面でも世界的な天候不順による生産量・品質への悪影響に加え、穀物の主要生産
国の１つであるウクライナにおける減産が懸念されており、需給環境は大変厳しい状況が続くものと想定して
おります。一方で、当社グループは引き続き情勢を注視しつつ、販売面ではコストに見合った適正な販売価格
の形成や付加価値品の拡販、また調達面では安定した原材料調達に注力する等、事業活動に及ぼす影響を最小
化すべく、適切な対応を進めていきます。
上記を踏まえ、現時点では、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りに重要な影響を及ぼす可能性は低
いと判断しております。
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連結貸借対照表に関する注記
　1.　担保に供している資産及び担保に係る債務
　(1) 担保に供している資産

投 資 有 価 証 券…………………………………………… 167百万円
167百万円

　(2) 担保に係る債務
買 掛 金…………………………………………… 7百万円

7百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額（減損損失累計額を含む）… 165,278百万円

　3.　保証債務
銀行借入金に対する保証
　当社従業員……………………………………………………… 24百万円

　4.　当座貸越契約およびコミットメントライン契約
　当座貸越極度額およびコミットメントライン契約の総額 85,291百万円
　借入実行残高 22,500百万円
　差引額 62,791百万円

連結損益計算書に関する注記
　減損損失

当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

用　途 種　類 場　所

遊休資産
建物及び構築物

機械装置及び運搬具
土地

宝塚市

当社グループは、事業用資産においては事業区分をもとに独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位ご
とに、遊休資産においては個別物件単位で、資産のグルーピングを行っております。
上記遊休資産については、今後の使用見込みがないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し当該減少額を
減損損失として特別損失の区分に615百万円計上しております。その内訳は、建物及び構築物317百万円、機械装
置及び運搬具０百万円、土地297百万円であります。回収可能価額は、正味売却価額によって測定しております。
正味売却価額は売却見込額により算定しております。

010_0579010092206.indd			14010_0579010092206.indd			14 2022/05/17			5:29:302022/05/17			5:29:30



― 16 ―― 15 ―

連結株主資本等変動計算書に関する注記
　1.　連結会計年度末における発行済株式の総数

普通株式…………………………………………………………… 33,716,257株

　2.　配当に関する事項
　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配 当 金 の
総額(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基　準　日 効力発生日

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 1,298 40.00 2021年３月31日 2021年６月29日

2021年11月５日
取締役会

普通株式 1,461 45.00 2021年９月30日 2021年12月２日

(注) 1. 2021年６月29日開催の定時株主総会決議の配当金の総額には、取締役等への株式報酬制度のために設定した
株式交付信託に係る信託口に対する配当金１百万円が含まれております。

2. 2021年11月５日開催の取締役会決議の配当金の総額には、取締役等への株式報酬制度のために設定した株式
交付信託に係る信託口に対する配当金１百万円が含まれております。

　(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配 当 金 の
総額(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基　準　日 効力発生日

2022年６月24日（予定）
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,461 45.00 2022年３月31日 2022年６月27日

(注) 2022年６月24日開催の定時株主総会決議の配当金の総額には、取締役等への株式報酬制度のために設定した株式
交付信託に係る信託口に対する配当金２百万円が含まれております。

　3.　株主資本の金額の著しい変動
自己株式の消却
当社は、2021年２月９日開催の取締役会決議に基づき、2021年４月30日付で、自己株式951,600株の消却を実施
いたしました。この結果、当連結会計年度の資本剰余金が1,179百万円、利益剰余金が1,812百万円、自己株式が
2,992百万円減少しております。
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金融商品に関する注記
　1.　金融商品の状況に関する事項

当社グループでは、長期的な資金は、主に油脂事業、加工食品・素材事業、ファインケミカル事業を中心とした
投資計画に照らして必要な資金を銀行借入や社債発行により調達しております。また、短期的な運転資金を銀行
借入により調達しております。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、当社の取締役会で定められた与信管理規程および各社毎に定め
た社内管理規程等に基づき、取引先毎の期日管理および残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を随時
把握する体制としております。
有価証券及び投資有価証券に分類されるその他有価証券は、主に株式および債券であり、定期的に時価や発行体
の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直しております。
支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、社債や長期借入金については、主に設備投資
に係る資金調達であります。
デリバティブ取引は、通常の事業活動に係る輸出入取引等を踏まえ、必要な範囲内で利用しております。

　
　2.　金融商品の時価等に関する事項

2022年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次
のとおりです。なお、現金及び預金、受取手形及び売掛金、支払手形および買掛金、短期借入金は短期間で決済
されるため、時価が帳簿価額にほぼ等しいことから、注記を省略しております。

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額(※)

時価(※) 差額

　(1） 有価証券及び投資有価証券

　　　　関連会社株式 1,834 2,448 613

　　　　その他有価証券 19,785 19,785 ―

　(2） 社債 (20,000) (20,084) △ 84

　(3） 長期借入金 (38,195) (37,790) 404

　(4） デリバティブ取引 4,446 4,446 ―

(※)　負債に計上されているものについては、（　）で示しています。
　　　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

ては、（　）で示しています。

(注１)金融商品の時価算定方法並びに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項
　(1) 有価証券及び投資有価証券
　　　　 これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券および投資信託等は取引所の価格又は取引金

融機関から提示された価格によっております。
　(2) 社債
　　　　当社の発行する社債の時価は、取引金融機関から提示された価格に基づき算定しております。
　(3) 長期借入金
　　　　 長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

算定する方法によっております。
　(4) デリバティブ取引
　　　　 為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象と一体として処理されているため、その時価は当該ヘッジ対

象の時価に含めて記載しております。デリバティブ取引の時価は、取引先金融機関から提示された価格又は市
場価格に基づき算定しております。

(注２)非上場株式等は市場価格がないため、「(1)有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

010_0579010092206.indd			16010_0579010092206.indd			16 2022/05/17			5:29:302022/05/17			5:29:30



― 18 ―― 17 ―

　3.　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の３つのレベルに
分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　（時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債）
（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

(1) 有価証券及び投資有価証券

　　①その他有価証券

　　　株式 19,288 ― ― 19,288

　　　債券 ― 496 ― 496

(2) デリバティブ取引

　　通貨関連 ― 3,680 ― 3,680

　　金利関連 ― 137 ― 137

　　商品先物関連 546 3,335 ― 3,882

資産計 19,835 7,649 ― 27,485

(2) デリバティブ取引

　　通貨関連 ― 100 ― 100

　　商品先物関連 46 3,106 ― 3,153

負債計 46 3,207 ― 3,253

　（時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債）
（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

(1) 有価証券及び投資有価証券

　　②関連会社株式 2,448 ― ― 2,448

資産計 2,448 ― ― 2,448

(3) 社債 ― 20,084 ― 20,084

(4) 長期借入金 ― 37,790 ― 37,790

負債計 ― 57,874 ― 57,874
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（注）時価の算定に用いた評価技法および時価の算定に係るインプットの説明
　(1) 有価証券及び投資有価証券
　　　①その他有価証券
　　　　 株式は、当期の連結決算日の活発な市場における無調整の相場価格に基づいて評価しているため、レベル１に

分類しております。
　　　　債券は、取引金融機関から提示される価格に基づいて評価しているため、レベル２に分類しております。
　　　②関連会社株式
　　　　 当期の連結決算日の活発な市場における無調整の相場価格に基づいて評価しているため、レベル１に分類して

おります。
　(2) デリバティブ取引
　　　 通貨関連、並びに金利関連は、取引金融機関から提示される価格に基づいて評価しているため、レベル２に分類

しております。
　　　 商品先物関連は、当期の連結決算日の活発な市場における無調整の相場価格に基づいて評価する場合にはレベル

１、取引金融機関から提示された価格に基づいて評価する場合にはレベル２に分類しております。
　(3) 社債
　　　 取引金融機関から提示される価格に基づいて評価しているため、レベル２に分類しております。
　(4) 長期借入金
　　　 元利金の合計額を、債務の残存期間、および借入実行時の実効レートと指標利率との差を信用リスクとして加味

した割引率に基づき割り引いた現在価値を時価としているため、レベル２に分類しております。

010_0579010092206.indd			18010_0579010092206.indd			18 2022/05/17			5:29:302022/05/17			5:29:30



― 20 ―― 19 ―

収益認識に関する注記
　1.　顧客との契約から生じる収益を分解した情報
　　　 当社グループは事業部を基礎とした製品別セグメントから構成されており、「油脂事業」、「加工食品・素材事業」、

「ファインケミカル事業」の３つを報告セグメントとしております。
（単位：百万円）

報告セグメント

その他
（注）

合計
油脂事業 加工食品

・
素材事業

ファイン
ケミカル
事業

計油脂・
油糧

加工
油脂

小計

日本 262,537 9,089 271,626 54,037 10,297 335,960 2,282 338,243

アジア 5,287 42,288 47,576 4,140 2,806 54,523 － 54,523

その他 15 35,808 35,823 7 3,899 39,730 － 39,730

顧客との契約から生じる収益 267,840 87,186 355,026 58,185 17,003 430,215 2,282 432,498

その他の収益 － － － － － － 280 280

外部顧客への売上高 267,840 87,186 355,026 58,185 17,003 430,215 2,563 432,778

(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報システム等を含んでおります。

　2.　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　　　 「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　4.会計方針に関する事項　(6)収益の計上基

準」に記載のとおりです。

１株当たり情報に関する注記
1.　１株当たり純資産額……………………………………………… 4,820.49円
2.　１株当たり当期純利益…………………………………………… 265.24円

(注)　役員向け株式交付信託口が保有する当社株式を「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式総数から
控除する自己株式に含めております。（当連結会計年度52,500株）

　　　また、「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており
ます。（当連結会計年度43,885株）

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書
（2021年４月１日から
　2022年３月31日まで）

（単位：百万円）

株　主　資　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本 
準備金

その他 
資本 
剰余金

資本 
剰余金 
合計

利益 
準備金

その他利益剰余金 利益 
剰余金 
合計

圧縮 
積立金

別途 
積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 16,332 24,742 1,179 25,921 3,611 602 45,100 23,493 72,807

会計方針の変更による累積的影響額

会計方針の変更を反映した当期首残高 16,332 24,742 1,179 25,921 3,611 602 45,100 23,493 72,807

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 2,759 △ 2,759

当 期 純 利 益 4,149 4,149

圧 縮 積 立 金 の 取 崩 △ 3 3 －

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分 △ 2 △ 2

自 己 株 式 の 消 却 △ 1,179 △ 1,179 △ 1,812 △ 1,812

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － △ 1,179 △ 1,179 － △ 3 － △ 421 △ 425

当 期 末 残 高 16,332 24,742 － 24,742 3,611 598 45,100 23,072 72,382

株主資本 評価・換算差額等

純資産 
合計自己株式

株主資本 
合計

その他 
有価証券 
評価 
差額金

繰延 
ヘッジ 
損益

評価・ 
換算 
差額等 
合計

当 期 首 残 高 △ 7,042 108,019 7,278 512 7,791 115,810

会計方針の変更による累積的影響額 － －

会計方針の変更を反映した当期首残高 △ 7,042 108,019 7,278 512 7,791 115,810

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 2,759 △ 2,759

当 期 純 利 益 4,149 4,149

圧 縮 積 立 金 の 取 崩 － －

自 己 株 式 の 取 得 △ 3 △ 3 △ 3

自 己 株 式 の 処 分 20 18 18

自 己 株 式 の 消 却 2,992 － －

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

397 1,800 2,197 2,197

事業年度中の変動額合計 3,009 1,404 397 1,800 2,197 3,601

当 期 末 残 高 △ 4,032 109,423 7,675 2,312 9,988 119,412
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
　1.　有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式および関連会社株式…移動平均法による原価法
②　その他有価証券
　　　市場価格のあるもの…………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）
　　　市場価格のないもの…………移動平均法による原価法

　2.　デリバティブの評価基準…………… 時価法
　3.　棚卸資産の評価基準及び評価方法

①　製　　　品………………………総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法）

②　原　材　料………………………先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法）

③　貯　蔵　品………………………総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法）

　4.　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）…定額法

主な耐用年数は建物および構築物が５～50年、機械及び装置、車両運搬具および工具、器具及び備品が４
～16年

②　無形固定資産……………………定額法
ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

③　リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
…………………………………自己保有の固定資産に適用する減価償却方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
…………………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　5.　引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　役員賞与引当金
役員の賞与の支払いに備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき計上しております。

③　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上
しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給
付算定式基準によっております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（発生各年度における従業
員の平均残存勤務年数）による定額法により費用処理しております。なお、数理計算上の差異は、発生の翌
事業年度から費用処理しております。

④　株式給付引当金
株式交付規程に基づく役員への当社株式の給付等に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込
額に基づき計上しております。

　6.　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は決算日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として処理しております。

010_0579010092206.indd			21010_0579010092206.indd			21 2022/05/17			5:29:302022/05/17			5:29:30



― 22 ―― 21 ―

　7.　ヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処
理を採用し、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
 〈ヘッジ手段〉　　　　　　　　〈ヘッジ対象〉

為替予約取引………………………外貨建売上債権・仕入債務および外貨建予定売上取引・仕入取引・貸付金
商品先物取引………………………外貨建予定売上取引・仕入取引
通貨オプション取引………………外貨建仕入債務・外貨建予定仕入取引

③　ヘッジ方針
執行役員会で定められたデリバティブ・商品先物取引等管理規程に基づき、通常の事業活動における輸出入
取引等に係る為替変動リスク、原料価格の相場変動リスクおよび借入金の金利変動リスクについて、必要な
範囲内でヘッジすることを方針としております。

④　ヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相場変
動の累計とを比較し、ヘッジ対象とヘッジ手段との間に高い相関関係が認められるかにより有効性を評価し
ております。

　8.　収益の計上基準
以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。
ステップ５：履行義務の充足時に収益を認識する。
当社の顧客との契約から生じる収益は、主に油脂事業、加工食品・素材事業、ファインケミカル事業における商
品又は製品の販売によるものであり、当社は顧客との販売契約に基づき受注した商品又は製品を引き渡す義務を
負っております。
販売からの収益は、引渡時点において当該商品又は製品に対する支配が顧客に移転し、当社の履行義務が充足さ
れると判断しております。
これらの商品又は製品の販売による収益は、顧客との契約において約束された対価から、消費税等の税金を控除
した金額で測定しております。
また、取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりま
せん。
販売促進費等の顧客に支払う対価については、その内容が顧客からの別個の財又はサービスに対する支払いでは
ない場合、取引価格からその対価を控除し、収益を測定することとしております。
これら商品又は製品のうち国内の販売においては、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代
替的な取扱いを適用し、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であ
る場合には、出荷時点に収益を認識しております。

　9.　退職給付に係る会計処理の方法
計算書類において、未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結計算書類と異なっております。
貸借対照表上、退職給付債務に未認識数理計算上の差異を加減した額から、年金資産の額を控除した額を前払年
金費用（投資その他の資産　その他）に計上しております。

　10. 繰延資産の処理方法
社債発行費………………………………社債償還までの期間にわたる定額法
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重要な会計方針に係る事項の変更に関する注記
　（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準」といいます。）
等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサー
ビスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
当社において、商品又は製品の国内の販売においては「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定め
る代替的な取扱いを適用し、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期
間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
収益認識会計基準等の適用により、従来販売費及び一般管理費における販売促進費として計上していた取引に
おいて、当社が顧客に対して支払いを行っている場合で、顧客に支払われる対価が顧客からの別個の財又は
サービスに対する支払いではない場合については、取引価格からその対価を控除し、収益を測定することとし
ております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って
おりますが、当事業年度の期首の利益剰余金に与える影響はございません。
この結果、当事業年度の売上高が56億１百万円減少しております。また、当事業年度において、計算書類の損
益および利益剰余金に与える影響はありません。

　（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下、「時価算定会計基準」といいます。）
等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項および「金融商品に関する会計基準」（企業会計
基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新
たな会計方針を、将来にわたって適用しております。なお、これによる計算書類への影響はありません。

追加情報
　（役員向け株式報酬制度）

役員向け株式報酬制度に関する注記については、連結計算書類「連結注記表　追加情報（役員向け株式報酬制
度）」に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。

　（新型コロナウイルスの感染拡大の影響について）
新型コロナウイルスの感染拡大の影響に関する注記については、連結計算書類「連結注記表　追加情報（新型
コロナウイルスの感染拡大の影響について）」に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。

　（ロシア・ウクライナ情勢による当社への影響について）
ロシア・ウクライナ情勢による当社への影響に関する注記については、連結計算書類「連結注記表　追加情報
（ロシア・ウクライナ情勢による当社グループへの影響について）」に同一の内容を記載しているので、注記を
省略しております。

貸借対照表に関する注記
1.　有形固定資産の減価償却累計額（減損損失累計額を含む）………… 95,516百万円

2.　保証債務
　　銀行借入金に対する保証
　　　従業員…………………………………………………………………… 24百万円

3.　当座貸越契約およびコミットメントライン契約
　当座貸越極度額およびコミットメントライン契約の総額 83,350百万円
　借入実行残高 22,500百万円
　差引額 60,850百万円

4.　関係会社に対する金銭債権債務
　短期金銭債権…………………………………………………………… 24,241百万円
　長期金銭債権…………………………………………………………… 1,632百万円
　短期金銭債務…………………………………………………………… 12,793百万円
　長期金銭債務…………………………………………………………… 30百万円
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損益計算書に関する注記
　1.　関係会社との取引高

　売　上　高………………………………………………………………… 80,234百万円
　仕　入　高………………………………………………………………… 50,833百万円
　営業取引以外の取引高…………………………………………………… 1,064百万円

　2.　減損損失
当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

用　途 種　類 場　所

遊休資産
建物、構築物

工具、器具及び備品
土地

宝塚市

当社は、事業用資産においては事業区分をもとに独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位ごとに、遊
休資産においては個別物件単位で、資産のグルーピングを行っております。
上記遊休資産については、今後の使用見込みがないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し当該減少額を
減損損失として特別損失の区分に615百万円計上しております。その内訳は、建物315百万円、構築物２百万円、
工具、器具及び備品０百万円、土地297百万円であります。回収可能価額は、正味売却価額によって測定してお
ります。正味売却価額は売却見込額により算定しております。

株主資本等変動計算書に関する注記
　1.　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

　普通株式…………………………………………………………………… 1,283,243株
(注)　当事業年度末における普通株式の自己株式数には、取締役等への株式報酬制度のために設定した株式交付信

託に係る信託口が所有する株式52,500株を含めております。
　2.　株主資本の金額の著しい変動
　　　自己株式の消却
　　　 株主資本の金額の著しい変動に関する注記については、連結計算書類「連結注記表　連結株主資本等変動計算書

に関する注記　3.株主資本の金額の著しい変動」に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。

税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
　　繰延税金資産

棚卸資産 94百万円
未払費用 964
関係会社出資金評価損 228
固定資産減損損失 272
その他 387
小計 1,948

評価性引当額 △ 523
繰延税金資産合計 1,424百万円

　　繰延税金負債
繰延ヘッジ損益 1,019百万円
圧縮記帳積立金 781
退職給付引当金 917
退職給付信託設定益 855
その他有価証券評価差額金 3,371
その他 137
繰延税金負債合計 7,082百万円

繰延税金負債の純額 5,657百万円
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関連当事者との取引に関する注記
　1.　親会社及び法人主要株主等

属　性 会社の名称

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容
取引の内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼務等
事業上の関係

その他の
関係会社

丸 紅 ㈱
直接
0.0

(16.1)
出向１人

当社製品の販売
および原材料の
仕入

油脂・油粕の
販売（注１）

25,197 売掛金 4,829

原材料の仕入
(注１)

26,557 買掛金 508

(注１)　油脂・油粕販売取引については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、毎期価格交渉の
うえ、一般的取引条件と同様に決定しております。また、原材料の仕入については、毎期価格交渉のう
え、一般的取引条件と同様に決定しております。

(注２)　上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。

　2.　子会社及び関連会社等

属　性 会社の名称

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容
取引の内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼務等
事業上の関係

子会社

日清商事㈱

直接
45.5
間接
2.7

兼任１人 当社製品の販売
油脂・油粕の
販売（注１）

37,995 売掛金 8,613

日清物流㈱
直接
100.0

兼任３人
当社製品の製
造・配送

資金の借入
(注２、注３)

△ 340
短期
借入金

5,587

大東カカオ
㈱

直接
61.2

兼任１人 当社製品の販売

資金の貸付
(注３、注４)

△ 282
短期
貸付金

3,241

資金の貸付
(注４)

△ 180

短期
貸付金

180

長期
貸付金

828

(注１)　油脂・油粕販売取引については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、毎期価格交渉の
うえ、一般的取引条件と同様に決定しております。

(注２)　資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
(注３)　資金の借入および貸付の取引金額についてはキャッシュマネジメントシステムによる借入および貸付に

おける前期末残高と当期末残高の差額を記載しております。
(注４)　資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
(注５)　上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。

010_0579010092206.indd			25010_0579010092206.indd			25 2022/05/17			5:29:302022/05/17			5:29:30



― 26 ―― 25 ―

収益認識に関する注記
　収益認識に関する注記については、連結計算書類「連結注記表　収益認識に関する注記　2.顧客との契約から生じる
収益を理解するための基礎となる情報」に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。

１株当たり情報に関する注記
1.　１株当たり純資産額…………………………………………………… 3,681.82円
2.　１株当たり当期純利益………………………………………………… 127.95円

(注)　役員向け株式交付信託口が保有する当社株式を「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式総数から
控除する自己株式に含めております。（当事業年度52,500株）
また、「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており
ます。（当事業年度43,885株）

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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